様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年1月13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とうきょうでんりょくほーるでぃんぐす
                　一般事業主の氏名又は名称 東京電力ホールディングス株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）　こばやかわ　ともあき
           （法人の場合）代表者の氏名　代表執行役社長  　小早川　智明    印
住所　〒100-8560
東京都千代田区内幸町1丁目1番3号
法人番号　1010001008825　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	弊社ホームページ
TEPCO会社案内、統合報告書およびDXの取り組みについて

	公表日
	2019年10月1日「TEPCO統合報告書2019」
2021年1月12日「東京電力グループにおけるDX」
TEPCO会社案内・第96回定時株主総会資料

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「TEPCO統合報告書2019」（P9）
https://www.tepco.co.jp/about/ir/library/annual_report/pdf/201910tougou-j.pdf
「東京電力グループにおけるDX」
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/index-j.html
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/pdf/20210112.pdf
「TEPCO会社案内」（P1）https://www.tepco.co.jp/about/corporateinfo/holdings/pdf/corporate_profile-j.pdf
「第96回定時株主総会資料」（P2）
https://www.tepco.co.jp/about/ir/stockinfo/pdf/200526_1-j.pdf

	記載内容抜粋
	「TEPCO統合報告書2019」「TEPCO会社案内」抜粋
現在、社会を取り巻く環境は大きく変化し、地球温暖化、自然災害の激甚化、少子高齢化による労働力不足、地域の過疎化など、私たちはさまざまな課題に直面するとともに、ICT活用による、デジタル化進展への対応も求められています。こうした課題、社会のニーズに対して、TEPCOグループは、「電化」と「再生可能エネルギー」が提供する価値で、お応えしたいと考えています。

「東京電力グループにおけるDX」抜粋
TEPCOグループは、DX（デジタルトランスフォーメーション）の戦略を加速させていきます。業務カイゼン活動とデータ活用・デジタル技術の融合により、業務プロセスや組織、働き方の全てを刷新し、生産性倍増と新しいビジネスモデルの創造をめざします。当社グループでは、脱炭素や防災といった分野の「社会課題の解決」と「稼ぐ力の創造」を同時実現することを経営目標としています。激甚化する自然災害や新型コロナウイルスの蔓延がもたらした新しい生活様式への変化のなかで、電力レジリエンスを強化し、日本国内の激化する電力競争市場を勝ち抜き、そして、新々・総特において掲げる長期的な利益水準を実現するには、これまでの事業の延長線上でない非連続の改革が必要です。既存事業の生産性を飛躍的に高める「お客さま体験向上」や「働き方改革」などを実現するとともに、新たなビジネスモデルやサービスを創出して新たな収益源を確保してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方向性によって作成した内容



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	弊社ホームページ　DXの取り組みについて

	公表日
	2021年1月12日「東京電力グループにおけるDX」

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「東京電力グループにおけるDX」（添付資料）
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/index-j.html
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/pdf/20210112.pdf

	記載内容抜粋
	お客さまや電力設備に関する様々なデータを連携することで、事業オペレーションをデジタル進化させ、お客さま体験向上や働き方改革につながる生産性倍増を実現しま
す。また、TEPCOのデータリソースを、オープンな共創環
境と連携させることにより、社会課題解決に貢献する新ビ
ジネスの創造をめざします。
 具体的には、スマートメーターデータを活用し、社会的な課題の解決やデータ流通による新たな付加価値の創出を実現するサービスを提供するデジタルプラットフォーム「Grid DataBank Lab」を、同業種間・異業種間との共創により構築し、ビジネスモデルとして確立してまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会にて承認された方向性によって作成した内容



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「東京電力グループにおけるDX」（添付資料）
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/index-j.html
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/pdf/20210112.pdf
社内組織の改編について「DXプロジェクト推進室」の設置
https://www.tepco.co.jp/press/release/2020/1533932_8710.html

	記載内容抜粋
	組織としては、2020年4月にTEPCOグループ全体として、業務の手段・プロセスから事業の目的までを体系化し、持続性のあるDX戦略を推進するDXプロジェクト推進室を新設し、また、オープンな環境において、デザイン思考を取り入れアジャイル開発を担うインキュベーションセンター「tepsys labs」の活動を2018年6月から開始しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「東京電力グループにおけるDX」（添付資料）
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/index-j.html
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/pdf/20210112.pdf

	記載内容抜粋
	電力オペレーションやプロセスを支えるIT基盤は、電力業界で共通する部分が多いため、独自で構築するのではなく共有化できる仕組みとしてのコミュニティ・クラウド「TEPcube」を構築しました。共有化によってレジリエンスが高まったIT基盤上で、「Grid Data Bank Lab」
によるスマートメータデータを同業種間・異業種間で共創することで、社会課題の解決に繋がるサービスの創造や付加価値の創出を実現するビジネスモデルを確立していきます。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「防災」　弊社ホームページ　TEPCO統合報告書2019
「脱炭素」弊社ホームページ　ESG情報
　　　　　「TCFD提言に基づくシナリオ分析 2020」

	公表日
	2019年10月1日　「TEPCO統合報告書2019」
2020年12月14日「TCFD提言に基づくシナリオ分析 2020」

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	TEPCO統合報告書2019（P81，96）
https://www.tepco.co.jp/about/ir/library/annual_report/pdf/201910tougou-j.pdf

「TCFD提言に基づくシナリオ分析 2020」
https://www.tepco.co.jp/about/esg/pdf/tcfd2020.pdf

	記載内容抜粋
	TEPCOグループは、DX戦略を推進するうえで「防災」「脱炭素」を軸とした既存ビジネスの深化や新たな価値を提供するビジネスモデルへの展開に向けて、それぞれに指標を設定。

防災:「TEPCO統合報告書2019」
地域・お客さまが電力会社に求める基本的なサービスである、「安定的な供給」、「低廉な料金」、「環境への配慮」について、財務資本や製造資本に基づく取り組みを踏
まえながら、地域・お客さまの接点を通じて実現をめざす。
その指標として従来より管理している「1軒あたりの年間平均停電時間(SAIDI)」　，「1軒あたりの年間平均停電回数(SAIFI)」，「1回の停電が復旧するまでの平均時間(CAIDI) 」を防災の成果指標として継続管理していく。


脱炭素:「TCFD提言に基づくシナリオ分析 2020」
脱炭素に関するDXの成果指標としてはTEPCOグループにおけるCO2削減目標に紐づけ管理している。
TEPCOグループは、パリ協定における2℃目標を踏まえ、電力販売由来のCO2排出量を2030年度に50%削減（2013年度比）する目標を掲げている。また、安定供給・経済性を踏まえたベストミックスや革新的イノベーションにより、2050年におけるTEPCOグループのCO2削減目標を検討してまいります。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年11月13日（小早川　智明代表執行役社長）
2021年1月12日（関 知道常務執行役）

	発信方法
	・弊社ホームページ　プレスリリース（小早川）
電気事業連合会　社長会見について
https://www.tepco.co.jp/press/release/2020/1562975_8710.html
・弊社ホームページ　DXの取り組み（関）
https://www.tepco.co.jp/about/about-dx/pdf/20210112.pdf

	発信内容
	弊社ホームページのプレスリリースにて電気事業連合会にて小早川　智明代表執行役社長よりご説明した「防災」「脱炭素」に向けた電化（防災DXなど）における当社の取り組み状況を掲載。あわせて、DXの取り組みページに「東京電力グループにおけるDX」として掲載文および関 知道常務執行役（CIO兼IoT担当)から具体的な戦略や推進に向けたメッセージを発信。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2018年　4月頃　～　継続中
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	当社グループ全体のDX戦略を策定、展開などデジタル技術の動向把握なども行うためのホールディングス社長直轄の組織（DXプロジェクト推進室）を2020年4月に設置し、CIO兼IoT担当と連携しホールディングス社長に対し毎月定例報告を行っている。情報処理システムの状況についは、四半期ごとにＨＤ経営会議に報告し社長の指示のもとで課題対応の方向性を決定。個別の重要なシステムの進捗状況や課題については、HD最高情報責任者（CIO）が主査となる「業務革新・ＩＴ活用部会」（月1回程度開催）にて、報告・審議を行い、CIOが対応指示を出している。さらにHDCIOが主査となり、各事業会社CIOが参加するCIOコミッティーを週次で運営。その中でシステム開発案件のモニタリング状況の報告（月１回）やその他課題の報告をしている。
	




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2017年　3月頃　～　継続中

	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	日本電気技術規格委員会が定めるガイドライン等に基づき、システムのセキュリティ対策、セキュリティ教育等の対策を実施しており、実施状況に対する監査を行っている。
	




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

